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衆議院外務委員会ニュース

平成 20.4.18 第 169 回国会第９号

4月 18日、第９回の委員会が開かれました。

１ 国際情勢に関する件

・高村外務大臣、小野寺外務副大臣、江渡防衛副大臣及び政府参考人に対し質疑を行いました。

（質疑者及び主な質疑内容）

丸 谷 佳 織君（公明）

・イラクにおける航空自衛隊の活動を違憲と判断した名

古屋高裁の判決（2008.4.17）について、高村外務大臣

の感想を伺う。

・高村外務大臣のロシア訪問（2008.4.12～15）の成果に

ついて説明いただきたい。

・経済連携協定（ＥＰＡ）の増加により煩雑化している

「原産地証明書」の発給業務の合理化に向け、政府は

どのように取り組んでいるか。

近 藤 昭 一君（民主）

・イラクにおける航空自衛隊の活動を違憲と判断した名

古屋高裁の判決（2008.4.17）について、高村外務大臣

の所見を伺う。

・クラスター爆弾規制に関する一連の会議で態度を留保

してきた我が国が、本年中のクラスター爆弾禁止条約

の制定を内容とする「ウェリントン宣言」（2008.2.22）

に署名した背景はどのようなものか。

・クラスター爆弾の全面禁止を目指す国際的な枠組みで

ある「オスロ・プロセス」を成功させるため、我が国

としても積極的に取り組むべきではないか。

松 原 仁君（民主）

・報道によると、ライス米国務長官が北朝鮮のテロ支援

国家指定解除問題につき言及したとのことであるが、

我が国は米国側に指定解除をしないよう要求する必要

があるのではないか。

・中国産冷凍ギョウザ事件に関して、メタミドホスは我

が国ではなく製造工場内で混入されたと考える方が妥

当ではないか。

・我が国政府は人権尊重の観点から、中国への脱北者の

強制送還問題に関し、何らかのメッセージを発する必

要があるのではないか。

赤 嶺 政 賢君（共産）

・名古屋高裁が示した司法判断に従い、航空自衛隊をイ

ラクから撤退させる必要があるのではないか。

・鳥島射爆撃場（沖縄県久米島町）において廃弾処理が

実施されていることの確認を政府は行っているか。

・米軍人家族の少年らによる万引き事件（2008.4.13 沖

縄県北谷町）における米国側の対応に関して、外務省

は申入れを行い、その回答を得ているか。

照 屋 寛 徳君（社民）

・自衛隊イラク派遣差し止めなどを求める集団訴訟の控

訴審判決（2008.4.17）で示された「多国籍軍の武装兵

員を戦闘地域であるバグダッドに空輸する航空自衛隊

の活動は、武力行使を行ったとの評価を受けざるを得

ない」との判断について、高村外務大臣の所見を伺う。

・上記判決で示された「航空自衛隊の空輸活動は、イラ

ク特措法に違反し、かつ、憲法９条１項に違反してい

る」との判断について、高村外務大臣の所見を伺う。

・米軍人家族の少年らによる万引き事件（2008.4.13 沖

縄県北谷町）について、米軍憲兵隊の対応は日本の警

察権の侵害と考えられるが、外務省の見解を伺う。



本委員会ニュースは、速報性を重視した概要版として事務局において作成しているものです。

質疑の正確かつ詳細な内容については会議録を御参照ください。
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２ 投資の自由化、促進及び保護に関する日本国とカンボジア王国との間の協定の締結について承認を求めるの件（第 168

回国会条約第３号）

投資の自由化、促進及び保護に関する日本国とラオス人民民主共和国との間の協定の締結について承認を求めるの件

（条約第２号）

全権委員会議（１９９４年京都、１９９８年ミネアポリス及び２００２年マラケシュ）において改正された国際電気

通信連合憲章（１９９２年ジュネーブ）を改正する文書（全権委員会議（２００６年アンタルヤ）において採択された

改正）及び全権委員会議（１９９４年京都、１９９８年ミネアポリス及び２００２年マラケシュ）において改正された

国際電気通信連合条約（１９９２年ジュネーブ）を改正する文書（全権委員会議（２００６年アンタルヤ）において採

択された改正）の締結について承認を求めるの件（条約第６号）

・高村外務大臣からそれぞれ提案理由の説明を聴取しました。


